
 議会活性化推進会議（第 2次） 

 

 

 

 

 

協議事項に関する資料集 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 19 年７月 

議 会 事 務 局 

 



 
 
 

目 次 
 

 

 

協議事項１  「議会基本条例（仮称）の制定」  

 

協議事項２  「議員任期開始日の見直しによる事務の合理化」  

 

協議事項３  「正副委員長及び監査委員の就任期間・権限・待遇等の見 

直し」  

 

協議事項４  「区長の議会出席の在り方の見直し」  

 

協議事項５  「発言時間の残時間表示計の設置」  

 

協議事項６  「議会棟の在り方の見直し」  

 

協議事項７  「附属機関・任意団体の委員就任の見直し」  

 

協議事項８  「委員会傍聴者対応の見直し（許可を要しないこととする 

こと，傍聴席の数の増加，傍聴できない者向けのモニタ 

ー放映の実施，採決時退室の廃止）」  

 

 

協議事項９  「議会のモニター・インターネット放映の拡大」  

 

協議事項１０ 「委員会記録の発言者名掲載の見直し」  

 

協議事項１１ 「会議出席費用弁償の廃止を含めた見直し」  

 

協議事項１２ 「交渉会派・非交渉会派の在り方の見直し」  

 

協議事項１３ 「議決事件の拡大」  

 

 
 
 



１ 協議事項１「議会基本条例（仮称）の制定」 
 
（１）議会基本条例とは 

二元代表制の下，議会の基本理念，議員の責務及び活動原則等を定め，合議制の機関

である議会の役割を明らかにするとともに，議会に関する基本的事項を定めるもの（三

重県条例の例）。 

 

 

（２）第１次議会活性化推進会議における意見や提案 
 

 
（協議事項となっていなかったため，なし。） 

 
 
（３）政令市等の状況 

①政令市 
議会基本条例を制定している政令市は今のところない。（但し，「自治基本条例」の中

で議会に関する規定を設けている政令市がある。） 

 
②その他の地方自治体 

都道府県では三重県（→資料１－１のとおり。平成 18 年 12 月制定。全会一致），市

町村では三重県伊賀市（平成 19 年２月制定。全会一致），北海道栗山町（平成 18 年 5

月制定。全会一致）。 

 

 

 



三重県議会基本条例 
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 第一章 総則（第一条―第三条） 
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 第七章 議会改革の推進（第二十二条・第二十三条） 
 第八章  政治倫理（第二十四条） 
 第九章  議会事務局等（第二十五条・第二十六条） 
 第十章 補則（第二十七条・第二十八条） 
 附則 
 
 平成十二年四月のいわゆる地方分権一括法の施行により、地方公共団体（以下「自治体」

という。）は、自らの責任において、その組織及び運営に関する様々な決定を行うこととな

り、国と自治体の関係も、従来の上下・主従の関係から、対等・協力の関係へと変化した。 
 また、住民が自治体の長及び議会の議員を直接選挙するという二元代表制の下、三重県

民の代表として選ばれている議員と知事は、それぞれが県民の負託にこたえる責務を負っ

ている。 
 このため、本県議会は、住民自治及び団体自治の原則にのっとり、真の地方自治の実現

に向け、国や政党等との立場の違いを踏まえて自律し、知事その他の執行機関（以下「知

事等」という。）とは緊張ある関係を保ち、独立・対等の立場において、政策決定並びに知

事等の事務の執行について監視及び評価を行うとともに、政策立案及び政策提言を行うも

のである。 
 今日まで、本県議会は、分権時代を先導する議会を目指して、議会改革に積極的に取り

組み、知事等への監視機能の強化や政策立案機能の充実等の議論を行い、議会改革推進の

ために、平成十五年十月には、本県議会の基本理念と基本方向を定める決議を行うなど、

真摯
し

に努力を重ねてきた。 
 ここに、本県議会は、これまでの歩みから、日本国憲法及び地方自治法の範囲内におい

て、議会の基本理念、議員の責務及び活動原則等を定めるとともに、議会と知事等及び県

民との関係を明らかにし、県民の負託に全力でこたえていくことを決意し、この条例を制

定する。 
 
 第一章 総則 
 
（目的） 
第一条 この条例は、二元代表制の下、議会の基本理念、議員の責務及び活動原則等を定 

め、合議制の機関である議会の役割を明らかにするとともに、議会に関する基本的事項 

を定めることにより、地方自治の本旨に基づく県民の負託に的確にこたえ、もって県民 

福祉の向上及び県勢の伸展に寄与することを目的とする。 
 



（基本理念） 
第二条 議会は、分権時代を先導する議会を目指し、県民自治の観点から、真の地方自治 

の実現に取り組むものとする。 
 
（基本方針） 
第三条 議会は、前条の基本理念にのっとり、次に掲げる基本方針に基づいた議会活動を 

行うものとする。 
一 議会活動を県民に対して説明する責務を有することにかんがみ、積極的に情報の公開 

を図るとともに、県民が参画しやすい開かれた議会運営を行うこと。 
二 議会の本来の機能である政策決定並びに知事等の事務の執行について監視及び評価を 

行うこと。 
三 提出された議案の審議又は審査を行うほか、独自の政策立案や政策提言に取り組むこ 

と。 
四 地方分権の進展に的確に対応するため、議会改革を推進し、他の自治体の議会との交 

流及び連携を行うこと。 
 
 第二章 議員の責務及び活動原則  
 
（議員の責務及び活動原則） 
第四条 議員は、地域の課題のみならず、県政の課題とこれに対する県民の意向を的確に 

把握し、合議制の機関である議会を構成する一員として、議会活動を通じて、県民の負 

託にこたえるものとする。 
２ 議員は、 日常の調査及び研修活動を通じて自らの資質の向上に努めるものとする。 
３ 議員は、議会活動について、県民に対して説明する責務を有する。 
４ 議員は、議場で質疑及び質問を行うに当たっては、対面演壇において、県政の課題に 

関する論点を県民に明らかにするため、一問一答方式等の方法により行うものとする。 
 
（会派） 
第五条 議員は、議会活動を行うため、会派を結成することができる。 
２ 会派は、政策立案、政策決定、政策提言等に関し、会派間で調整を行い、合意形成に 

努めるものとする。 
 
 第三章 議会運営の原則等  
 
（議会運営の原則） 
第六条 議会は、本県の基本的な政策決定、知事等の事務の執行の監視及び評価並びに政 

策立案及び政策提言を行う機能が十分発揮できるよう、円滑かつ効率的な運営に努め、 

合議制の機関である議会の役割を果たさなければならない。 
２ 議会は、議長、副議長、議会運営委員会の委員長等を選出するときは、その経過を明 

らかにしなければならない。 
３ 議会運営委員会は、議会運営について協議し、調整するものとする。 
４ 常任委員会又は特別委員会は、それぞれの設置目的に応じた機能が十分発揮されるよ 

う運営されなければならない。 
 
（議会の説明責任） 
第七条 議会は、議会運営、政策立案、政策決定、政策提言等に関し、県民に対して説明 



する責務を有する。 
 
 第四章 知事等との関係 
 
（知事等との関係の基本原則） 
第八条 議会は、二元代表制の下、知事等と常に緊張ある関係を構築し、事務の執行の監 

視及び評価を行うとともに政策立案及び政策提言を通じて、県政の発展に取り組まなけ 

ればならない。 
２ 議会は、知事等との立場及び権能の違いを踏まえ、議会活動を行わなければならない。 
 
（監視及び評価） 
第九条 議会は、知事等の事務の執行について、事前又は事後に監視する責務を有する。 
２ 議会は、議場における審議、決算の認定、監査の請求、調査の実施等を通じて、県民 

に知事等の事務の執行についての評価を明らかにする責務を有する。 
 
（政策立案及び政策提言） 
第十条 議会は、条例の制定、議案の修正、決議等を通じて、知事等に対し、積極的に政 

策立案及び政策提言を行うものとする。 
 
 第五章 議会の機能の強化 
 
（議会の機能の強化） 
第十一条 議会は、知事等の事務の執行の監視及び評価並びに政策立案及び政策提言に関 

する議会の機能を強化するものとする。 
 
（附属機関の設置） 
第十二条 議会は、議会活動に関し、審査、諮問又は調査のため必要があると認めるとき 

は、別に条例で定めるところにより、附属機関を設置することができる。 
 
（調査機関の設置） 
第十三条 議会は、県政の課題に関する調査のため必要があると認めるときは、議決によ 

り、学識経験を有する者等で構成する調査機関を設置することができる。 
２ 議会は、必要があると認めるときは、前項の調査機関に、議員を構成員として加える 

ことができる。 
３ 第一項の調査機関に関し必要な事項は、議長が別に定める。 
 
（検討会等の設置） 
第十四条 議会は、県政の課題に関する調査のため必要があると認めるときは、目的を明 

らかにした上で、議決により、議員で構成する検討会等を設置することができる。 
２ 前項の検討会等に関し必要な事項は、議長が別に定める。 
 
（議員間討議） 
第十五条 議員は、議会の権能を発揮するため、常任委員会、議会運営委員会及び特別委 

員会並びに前二条の規定により設置される調査機関及び検討会等において、積極的に議 

員相互間の討議に努めるものとする。 
２ 議員は、議員間における討議を通じて合意形成を図り、政策立案、政策提言等を積極 



的に行うものとする。 
 
（研修及び調査研究） 
第十六条 議員は、政策立案及び政策提言能力の向上のため、研修及び調査研究に積極的 

に努めるものとする。 
 
（政務調査費） 
第十七条 会派及び議員は、調査研究に資するために政務調査費の交付を受け、証拠書類 

を公開すること等によりその使途の透明性を確保するものとする。 
２ 政務調査費に関しては、別に条例の定めるところによる。 
 
 第六章 県民との関係 
 
（県民の議会への参画の確保） 
第十八条 議会は、県民の意向を議会活動に反映することができるよう、県民の議会活動 

に参画する機会の確保に努めるものとする。 
２ 議会は、知事等の事務の執行の監視及び評価並びに政策立案及び政策提言の過程にお 

いて、参考人、公聴会等の積極的な活用及び県民との意見交換等県民参画に係る制度の 

充実に努めるものとする。 
 
（広聴広報機能の充実） 
第十九条 議会は、議会に対する県民の意向の把握及び多様な媒体を用いた県民への情報 

提供に努めるものとする。 
２ 議会は、広聴広報機能の充実を図るため、議員で構成する広聴広報会議を設置する。 
 
（委員会等の公開） 
第二十条 議会は、開かれた議会運営に資するため、委員会等を原則として公開する。 
 
（議会活動に関する資料の公開） 
第二十一条 議会は、三重県情報公開条例（平成十一年三重県条例第四十二号）との整合 

を図りつつ、議会活動に関する資料を原則として公開し、会議録については、議会図書 

室において県民が閲覧できるようにしなければならない。 
 
 第七章 議会改革の推進 
 
（議会改革推進会議） 
第二十二条 議会は、議会改革に継続的に取り組むため、議員で構成する議会改革推進会 

議を設置する。 
 
（交流及び連携の推進） 
第二十三条 議会は、他の自治体の議会との交流及び連携を推進するため、独自に又は共 

同して、分権時代にふさわしい議会の在り方についての調査研究等を行うものとする。 
 
 第八章 政治倫理 
 
（政治倫理） 



第二十四条 議員は、県民の負託にこたえるため、高い倫理的義務が課せられていること 

を自覚し、県民の代表として良心と責任感を持って、議員の品位を保持し、識見を養う 

よう努めなければならない。 
２ 議会は、議員の政治倫理に関して別に条例を定める。 
 
第九章 議会事務局等 
 
（議会事務局） 
第二十五条 議会は、議会の政策立案能力を向上させ、議会活動を円滑かつ効率的に行う 

ため、議会事務局の機能の強化及び組織体制の整備を図るものとする。 
２ 議会は、専門的な知識経験等を有する者を任期を定めて議会事務局職員として採用す 

る等議会事務局体制の充実を図ることができる。 
 
（議会図書室） 
第二十六条 議会は、議員の調査研究に資するために設置する議会図書室を適正に管理し、 

運営するとともに、その機能の強化に努めるものとする。 
２ 議員は、調査研究のため、積極的に議会図書室を利用するものとする。 
 
 第十章 補則 
 
（他の条例との関係） 
第二十七条 この条例は、議会に関する基本的事項を定める条例であり、議会に関する他 

の条例等を制定し、又は改廃する場合においては、この条例との整合を図るものとする。 
 
（検討） 
第二十八条 議会は、この条例の施行後、常に県民の意見、社会情勢の変化等を勘案し、 

必要があると認めるときは、この条例の規定について検討を加え、その結果に基づいて 

所要の措置を講ずるものとする。 
 
 附 則 
 この条例は、公布の日から施行する。 



２ 協議事項２「議員任期開始日の見直しによる事務の合理化」 
 

（１）議員任期開始日の見直しとは 
→次ページ（資料２－１）のとおり 

 

（２）第１次議会活性化推進会議における意見や提案 
 

 
（協議事項となっていなかったため，なし。） 

 
（３）政令市等の状況 
  →資料２－２のとおり 



資料 2-1 

福岡市議会議員の任期について 

 
１ 現行任期 

  平成 19 年５月２日から平成 23 年５月１日まで 

 
２ 議員任期開始日を５月２日から５月１日に改めた場合の変化 

（１）日割計算しているもの 

①議員報酬について 

本市では議員報酬の算定に当たって日割計算を採用していることから（5 月は１

日当たり 28,387 円/人），任期開始日を改めても，全議員に対する報酬の総額に変化

はない。但し，この日割計算に伴う事務がなくなるため，事務の簡素化を図ること

はできる。 
②会派職員雇用費について 

上記①と同様。（本市では会派職員雇用費の算定に当たって日割計算を採用しているこ

とから，任期開始日を改めても，市が各会派に交付する会派職員雇用費の総額に変化はな

い。ただし，この日割計算に伴う事務がなくなるため，事務の簡素化を図ることはできる。） 

（２）日割計算していないもの 

①議員年金に係る市の負担金及び議員の掛金等について 

議員年金に係る市の負担金や議員の掛金に関しては，日割計算が採用されていな

い。このため，改選年の５月は，１日間在職する旧議員（注１）と 30 日間在職する

新議員（注２）の双方に対して，同月分の市の負担金（96,100 円/人）と個々の議員の

掛金（89,900 円/人）がそれぞれ発生している。このため，任期開始日を５月１日に

改めた場合には，この「５月分の新旧議員の重複」がなくなるため，市の負担金の

総額は減少し（96,100 円×旧議員数），また，旧議員の掛金も１か月分減少（89,900

円/人）することになる。一方，議員が受ける給付に関しては，在職 12 年以上の者

が受ける退職年金の給付金額に変化はないが，在職 12 年未満の者が受ける退職一

時金の支給額は 44,950 円減少する。 
なお，任期開始日を改めることに伴う事務量の変化は，あまりないと思われる。 

 

（注１），（注２）「旧議員」とは前任期に議員であり新任期に議員とならなかった者，「新議員」

とは前任期に議員でなく新任期に議員となった者を指す。 

 
３ 参考 

（１）議員任期開始日を５月２日から５月１日に改めても変化がないもの 

・政務調査費 
・期末手当 など 



 
（２）現行任期となった経緯 

    ・昭和２２年４月３０日～昭和２６年４月２９日（任期満了） 

  ・昭和２６年４月３０日～昭和３０年５月 １ 日（任期満了）※改正特例法による    
          ↓ 

・平成１９年５月 ２ 日～平成２３年５月 １ 日（任期満了予定） 

 

【昭和３０年に任期が５月１日までとなった理由】 

①地方公共団体の議会の議員及び長の選挙期日等の臨時特例に関する法律（以下「特

例法」という。）により，昭和３０年１月２５日から５月２０日までの間に任期満

了が予定されている市議会議員の任期満了による選挙の期日が同年４月３０日に

統一。 

②当時の本市議会議員の任期満了日は昭和３０年４月２９日であったため，特例法が

適用され，昭和３０年４月３０日に一般選挙を実施。 

③特例法の一部を改正する法律（以下「改正特例法」という）が公布され，議員の任

期満了の日後に一般選挙が行われるときは，当選告示の前日まで引き続き議員とし

て在任するものとされた。 

④このため改正特例法が適用され，当選告示が５月２日に行われたことにより，任期

満了日はその前日の５月１日となった。 

 
（３）議員任期開始日を変更する方法 

①議員の総辞職 
地方自治法第１２６条の規定に基づき、４月３０日付けで議員が総辞職する。 
→任期の起算日は５月１日となり、４年後の４月３０日が任期満了日となる。 
地方自治法には地方公共団体の議会の議員の総辞職を定めた規定はないが、地方

自治法第 126 条の議員の辞職手続きに関する規定を運用することにより、いわゆ

る総辞職と同様の効果をあげることが可能とされている。 
 

②議会の解散 
 地方公共団体の議会の解散に関する特例法に基づき、４月３０日に議会を解散す

る。 
→任期の起算日は５月１日となり、４年後の４月３０日が任期満了日となる。 

 
 
 
 
 
 
 



政令市等の議員任期開始日 資料2-2

(S47.04.01)

(H01.04.01)

(H15.04.01)

(H04.04.01)

(S47.04.01)

(S31.09.01)

(H19.04.01)

(H17.04.01)

(H19.04.01)

(S31.09.01)

(S31.09.01)

(S31.09.01)

(H18.04.01)

(S31.09.01)

(S55.04.01)

(S38.04.01)

(S47.04.01)

神 戸 市

北 九 州 市

千 葉 市

仙 台 市

新 潟 市

さ い た ま 市

福 岡 市

広 島 市

川 崎 市

横 浜 市

浜 松 市

静 岡 市

名 古 屋 市

京 都 市

大 阪 市

堺 市

自治体名

札 幌 市

現行任期
開始日

H19.5.2

(指定都市施行日）

H19.5.2

福 岡 県

H19.4.30

H17.4.1

H19.5.1

H19.5.2

H19.5.1

H19.5.1

H19.5.3

H19.4.30

H19.4.30

H19.4.30

H19.5.1

H19.4.30

H19.6.11

H19.5.2

H17.2.10

H19.5.2



３ 協議事項３「正副委員長及び監査委員の就任期間・権限・待遇等
の見直し」 

 
（１）第１次議会活性化推進会議における意見や提案 
 

 

・ 正副委員長は前年との比較もしないと，きちんと職責を果たせない。１年は短
いのではないか。１年目の経験を生かし２年目になってようやくリーダーシッ
プをとって委員会の運営ができるようになる。県は２年であり，最低２年で考
えてはどうか。あわせて，議員のうちから選任される監査委員の就任期間も２
年としてはどうか。 

・ 正副委員長の権限も見直してはどうか。 
・正副委員長職は事前の打ち合わせや充て職も多く，費用弁償の出ない会合もある

ため，報酬の多少のアップがあってもよいと考えている。実際に一般の議員より
も高くしている政令市などの状況を踏まえて，見直してはどうか。 

 

 

 
（２）政令市の状況 

→資料３－１のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



資料３-１

【平成19年７月現在】

監査委員（議選）

任期 申し合わせ等に基づく権限 待遇(報酬等） 就任期間（※１）

札 幌 市 １年 なし なし ２年

仙 台 市 1年 なし なし ２年

さ い た ま 市 １年 なし なし １年

千 葉 市 １年 なし なし １年

川 崎 市 １年 なし なし 概ね２年

横 浜 市 １年 なし

報酬月額
  委員長　1,000,000円
  副委員長  990,000円
  委　員    970,000円

１年

新 潟 市 １年 なし なし ２年

静 岡 市 １年 なし なし １年

浜 松 市 １年 なし なし １年

名 古 屋 市 １年 なし なし １年

京 都 市
概ね１年
（※２）

なし なし １年又は２年

大 阪 市
１年

（※３）
なし

報酬月額
　委員長  1,060,000円
　副委員長1,040,000円
  委　員  1,020,000円

１年

堺 市 １年 なし

報酬月額
　委員長　  800,000円
　副委員長  790,000円
  委　員    780,000円

１年

神 戸 市 １年 なし

報酬月額
　委員長　  960,000円
　副委員長  945,000円
　委　員　  930,000円

１年

広 島 市 １年 なし なし １年

北 九 州 市 ２年 なし なし ２年

福 岡 市 １年 なし なし １年

(※３）条例による任期の定めはないが、慣例により、１年で辞職している。

＜政令市における常任委員会（正副）委員長の任期・権限・待遇(報酬等）及び議会選出の監査委員の就任期間＞

(※１）法定の任期は４年（議員の任期）であるが、いずれの政令市も任期途中で交代している。

(※２）選任の日から翌年において最初に招集される定例会の閉会の日まで（ただし、後任者が選任
     されるまで在任する）。

常任委員会（正副）委員長

区　　分



４ 協議事項４「区長の議会出席の在り方の見直し」 
 
（１）第１次議会活性化推進会議における意見や提案 
 

 
・本会議に限らず，必要に応じて議会に出席してもらうようにしてはどうか。その

際，区役所に議会中継するなど，区長をできるだけ拘束しない方向で検討すべき
である。 

・区長の議会出席という方法もあるだろうが，区のマスタープランの進捗状況など
について区が区選出議員に説明する場を設けることも検討してほしい。 

・以前から区長の議会への出席を要望しており，ぜひ出席する場を増やしてほし
い。区のマスタープランについては，区と区選出議員の懇親会のなかで説明を受
けているので，むしろ，本会議や条例予算特別委員会などに必要に応じて出席し
てもらうようにしてほしい。 

 
 
 

（２）政令市の状況 
→資料４－１のとおり 

 



＜政令市における区長の本会議又は委員会への出席の状況＞ 資料４-１

【平成19年７月現在】

区　　　分 本会議 常任委（＊） 予・決算特委（＊） 出席の形態・人数

札 幌 市 × 必要に応じて ○
常任委：関係区長
予・決算特委：全区長

仙 台 市 ○ ○ ○ 全区長

さ い た ま 市 × × ×

千 葉 市 × × ×

川 崎 市 代表質問のみ × × 全区長

横 浜 市 × 予算審査のみ ○ ２人／18区（代表２人）

新 潟 市 ○ 必要に応じて 決算のみ
本会議：全区長
常任委、決算特委：関係区長

静 岡 市 必要に応じて 必要に応じて ― 関係区長

浜 松 市 ○ 必要に応じて 決算のみ
本会議：全区長
常任委、決算特委：関係区長

名 古 屋 市 × × ―

京 都 市 必要に応じて 必要に応じて × 関係区長

大 阪 市 × 予算審査のみ × 関係区長

堺 市 必要に応じて ○ ○
本会議：関係区長
常任委、予・決算特委：全区長

神 戸 市 × ○ ○ １人／９区（代表１人）

広 島 市 × × ×

北 九 州 市 × × ×

福 岡 市 代表質疑のみ × × 全区長

＊区政所管課の属する常委、予・決算特委に出席。



５ 協議事項５「発言時間の残時間表示計の設置」 
 
（１）第１次議会活性化推進会議における意見や提案 
 

 
・現状の本会議場においてメモで残時間を知らせる方法よりも，残時間が秒までわ
かり，より良い質問が可能になる。政令市中８市が設置しており，議事運営上の
トラブルを減らすこともできると思われる。 

・表示計導入にあたり秒について切り捨てなどのルールの見直しなども必要ではな
いか。 

・設置にあたり，費用面の問題もあり設置する差し迫った理由はない。 
 

 
（２）本市議会への導入について（経費の見積り等） 

→資料５－１のとおり 

 

（３）他の政令市の状況 
→資料５－２のとおり 

 

 

 



 
資料 5-1 

本市議会への導入について 
 

１ 本会議場への導入について 

（１）試案の概要 

 残時間表示パネルを議長席側壁面及び演壇に設置。（現在の議場システムと連動） 

 

（２）予算 

  導入費用：（１）壁面Ａのみで 250 万円程度 

       （２）壁面Ａと演壇Ｂで 300 万円程度 

・３桁、５桁の表示形式による導入コストの差はあまりない。 

 

（３）備考 

  従来のパソコンで、一体的な管理が可能。各派ごとの持ち時間登録機能あり。 
 
 

【参考】 議場システムと独立した表示パネルを設置する場合 

１ 概要 

 残時間表示パネルを議長席側壁面及び演壇に設置（パソコンと連動しないため、現在の管理

機能維持のため議長席①、局長席②、次課長席③にも机上表示パネルを設置）。 

２ 予算 

  導入費用：（１）壁面Ａのみで 200 万円～300 万円程度 

（２）壁面Ａ、演壇Ｂで 250 万円～300 万円程度 

 

                     参考図 

 
 
 
 
 
 
 

                         ③ ② 

Ｂ

Ａ 
 

①

 
２ 第３特別委員会室への導入について 

（１）試案の概要 

  残時間表示パネルを廊下側壁面及び委員長席に設置。 

（２）予算 

  導入費用：100 万円～250 万円程度 

（３）備考 

  特記事項なし。 

 



資料５-２

〈政令市における発言時間の残時間表示計の設置状況について〉
【平成１９年７月現在】

区 分 本会議場 予・決算特委室 表示内容 設置経費

札 幌 市 × ×

仙 台 市 ○ ○
本会議場：秒単位 本会議場： 2,781,000

予・決算特委：秒単位 予・決算特委： 350,000

さいたま市 ○ ○

本会議場：分単位 本会議場： 不明

予・決算特委：分単位及び
１分未満は秒単位

予・決算特委： 1,328,000

千 葉 市 ○ × 分単位 不明

川 崎 市 × ×

横 浜 市 ○ ○ 分単位 不明

新 潟 市 ○ × 秒単位 本会議場： 3,400,000

静 岡 市 ○ × 分単位 本会議場： 888,000

浜 松 市 ○ × 分単位 本会議場： 2,009,000

名 古 屋 市 × ×

京 都 市 ○ ○ 秒単位
本会議場： 不明

予・決算特委： ※54,000

大 阪 市 × ×

堺 市 ○ ○
シグナルランプ
15分以上・緑、5～15分・
黄、0～ 5分・赤

不明

神 戸 市 × ×

広 島 市 ○ ×
シグナルランプ
10分前・青、５分前・黄、
終了時・赤

不明

北 九 ○州 市 ×
残り１分前まで分単位。
残り１分以降は秒単位

本会議場： 493,500

福 岡 市 × ×

※６個×３委員会（１日）＝18個，@3,000円×18個＝54,000円



６ 協議事項６「議会棟の在り方の見直し」 
 
（１）第１次議会活性化推進会議における意見や提案 

 

 
○議会棟のセキュリティ（いわゆるワンフロア化）について 
・現在の議会棟は，会派控室に身元がよくわからない人が入ってくるなど，セキュ

リティ上問題がある。現在控室のある 10 階から 13 階までのすべてのフロアで身
元を確認する方式は現実的ではないため，会派控室のワンフロア化を検討しては
どうか。 

・他都市でもほとんどが入館時に受付をしており，本市はある意味開かれた議会で
あるが，身元のわからない人が会派控室に入ってきて仕事ができず困ることがあ
る。以前特別委員会でワンフロア化を検討した際は，10 億円ほど予算が必要とい
うことで市民感情などを考慮して見送られた経緯があるが，再度検討すべきであ
る。 

・セキュリティの問題だが，県議会と比べると本市は市民に開かれていてよいとの
声もあり，身元のわからない人が入ってくることもやむを得ないと考える。 

・セキュリティの問題は重要な課題である。行政棟も重要な情報が無防備にさらさ
れており，議会棟だけでなく行政棟と一体で検討すべきである。 

・現在の控室のセキュリティには不安な面もあるが，開かれた議会というメリット
は維持すべきであり，一律に入室を制限するのではなく，入室後の万一のトラブ
ルにどう対処するかといった観点から，何ができるかを考えるべきである。 

・議会中など会派職員だけとなることが多いが，控室は死角になっており逃げ場が
ないなど命にかかわる問題であり，何らかの措置を講じるべきである。ワンフロ
ア化については，費用はある程度かかるだろうが，改選期ごとに部屋割りの変更
に多額の費用をかけている現在の方式にも無駄があるのではないか。ワンフロア
化すれば，初期投資はかかるが，その後は改選期にも可動式の仕切を活用するこ
とにより，無駄が省けるのではないか。 

・セキュリティの問題は，開かれた議会ということで現在の方式でやむを得ないと
思う。 

・費用が 10 億円かかってもワンフロア化はぜひ実施すべきである。 
 
○議会棟のエレベーターについて 
・議会中は議会棟のエレベーターを議会優先にしてほしい。 
・議会中でも午前 10 時と午後１時以外はエレベーターは空いている。むしろ，本

会議の５分前に予鈴を鳴らすことや，議会中は当局の説明を控えさせることを検
討してはどうか。 

・エレベーターについては，議会優先にする必要はないが，すべての階に止まる現
在の方式は使い勝手が悪く，見直してほしい。 

・エレベーターは運用方法を変更してから，待ち時間が長くなるなど，かえって使
い勝手が悪くなった気がする。むしろ，前の方式の方がよかったのではないか。

・以前のエレベーターは４機の運行を一括管理できておらず無駄が多かったと思
う。 

 
 
 

 

 

 

 



７ 協議事項７「附属機関・任意団体の委員就任の見直し」 
 
（１）第１次議会活性化推進会議における意見や提案 

 

 
・附属機関・任意団体への議員の関わり方については，他都市では議員の立場では

就任していないところが多く，そのようなことを含めて本市でも検討してはどう
か。 

 
 

（２）政令市の状況 
  →資料７－１のとおり 



<政令市における議員の附属機関等の委員への就任状況> 資料７-１

（平成19年６月現在）

附属機関 任意団体

札 幌 市 2 0 会派按分 平成15年に見直し、就任団体を減らしている。

仙 台 市 24 0 会派按分 なし

さいたま市 20 18
常任委員長等の充て職、また
は、常任委員会で人選、会派
按分

なし

千 葉 市 会派按分
平成13年4月から、法律または条例により議員の選出が規
定されているもの及び特別の事情があると認められる場
合を除き、議員は参画しないこととした。

川 崎 市 6 3
会派、または、常任委員会で
人選

平成11年の改選期に見直し、法令に定めがあるなど特別
な事情があると認められる場合を除き、委員を選任しない
ことになっている。

横 浜 市 8 1
議運、常任委員会で協議

平成12年5月に見直し、法律及び条例で議員の就任が規
定されているものを除き、原則として議会から選出しない
こととしている。

新 潟 市 3 0
職名、所管委員会、議運で人
選

平成15年の改選期から、法律等に明記されているものを
除き、議員は就任していない。

静 岡 市 9 0
常任委員長、特別委員長の
充て職、または、会派按分

平成13年に旧静岡市で決定した指針を合併後も踏襲し、
法令等に定めがあるものを除き、議員は就任していない。

浜 松 市 15 1 議運協議会で選任 ５年ほど前に議会問題研究会を立ち上げ、見直した。

名 古 屋 市 議運理事会で協議
議運理事会で継続検討課題とされてきたが、18年度は現
行どおりの取り扱いとした。

京 都 市 5 0
議運で選任、または、正副議
長、常任委員長等の充て職
でない場合は各会派で人選

第２次京都市会改革検討小委員会で検討の結果、平成
19年の改選後から、法令等に規定があるもの以外は、原
則として参画しないことを申し合わせた。

大 阪 市 21 10 充て職または、会派按分 なし

堺 市 19 2 会派按分 なし

神 戸 市 議運で協議 なし

広 島 市 5 0
議長が人選、または、正副議
長、常任委員長等の充て職

平成16年9月に見直し、法令による選任義務のある場合
及び特に必要があると認められる場合を除き、議員を選
任しないこととしている。

北 九 州 市

議運で協議
（各委員数が７人以上は各区
から、６人以下のときは、所管
常任委員会から選出）

なし

福 岡 市 29 24
常任委員会で人選、または、
正副議長、常任委員長等の
充て職

前期の議会活性化推進会議（平成17年７月１日設置）の
協議事項としたが、結論を得るに至らなかった。

委員等の選任方法 見直しの動き

11

46

26

19

区　分

議員が委員等に就任
している団体の数



８ 協議事項８「委員会傍聴者対応の見直し（許可を要しないこと
とすること，傍聴席の数の増加，傍聴できない者向けのモニター
放映の実施，採決時退室の廃止）」 

 
（１）第１次議会活性化推進会議における意見や提案 

 

 
・委員会の公開性を高める観点から，傍聴席の増加や傍聴できない人向けのモニタ

ー放映の実施，並びに採決時に傍聴者に退席を求めている取扱いを見直してはど
うか。 

 
 

（２）政令市の状況 
  →資料８－１のとおり 



<政令市における常任委員会の傍聴者への対応状況> 資料８-１

【平成19年７月現在】

区 分 常任委員会の一般傍聴席 モニター傍聴席 採決時退席 備考

札 幌 市 30～50席 無 退席しない

仙 台 市 10～20席 無 退席しない

さ い た ま 市 ５席 無 退席しない

千 葉 市 無 無 －
委員会傍聴を実施
する方向で検討して
いる。

川 崎 市
         　    13～50席程度
　傍聴希望者数に応じて席を準備
し，対応している。

無 退席しない

横 浜 市 無
10～20席
（全５室）

採決時も放映している
一般の方の直接傍
聴を認めていない。

新 潟 市 12席 無 退席しない

静 岡 市 ６席 無 退席しない

浜 松 市 10席 無 退席しない

名 古 屋 市 ７席 無 退席しない

京 都 市 無 45席 採決は放映していない
一般の方の直接傍
聴を認めていない。

大 阪 市 無
各18席

（全６カ所）
採決時も放映している

一般の方の直接傍
聴を認めていない。

堺 市 10席 無 退席しない

神 戸 市 40席，15席 無 退席しない

広 島 市 20～30席 無 退席しない

北 九 州 市 10席，12席，20席 無 退席しない

福 岡 市 10席 無

退席する

採決及び請願取り扱い協
議時の前に，一般傍聴者
及び理事者に退席を求め
ている。
（市政記者については，継
続して傍聴を認めている｡）



９ 協議事項９「議会のモニター・インターネット放映の拡大」 
 
（１）第１次議会活性化推進会議の最終報告（協議事項「本会議のモニター・インタ

ーネット放映」について） 

 

 
○区役所におけるモニター放映について 

区役所におけるモニター放映については，市民への広報効果は高いと考えられ
るものの，現段階では，毎年度相当額の費用が必要となることもあり，なお慎重
に検討すべき点が多く，また，現在，急速なＩＴの進展により，インターネット
放映の映像を区役所で放映する方法など，より安価な手法が確立されつつあるこ
とから，それらの状況を待って検討されることが適当であるとの認識で一致し
た。 

 
 

 
（２）政令市の状況 

→インターネット放映の状況：資料９－１のとおり 

→市民向けモニター放映の状況：資料９－２のとおり 



○　インターネット放映の状況 平成19年７月18日作成  　　資料９－１

ラ
イ
ブ

録
　
画

ラ
イ
ブ

録
　
画

ラ
イ
ブ

録
　
画

ラ
イ
ブ

録
　
画

ラ
イ
ブ

録
　
画

ラ
イ
ブ

録
　
画

札幌 ○ × × × × × × × × × × ×

仙台 ○ ○ × × ○ ○ ○ ○ × × × × 予算・決算特委の全て（分科会の設置なし）

さいたま ○ ○ × × × × × × × × × ×

千葉 ○ ○ × × ○ ○ ○ ○ × × × × 予算・決算特委の本会議場での総会のみ（分科会は未放映）

川崎 ○ ○ × × ○ ○ ○ ○ － － × × 予算・決算特委の全て（分科会の設置なし）

横浜 ○ ○ × × ○ ○ ○ ○ × × × × 予算・決算特委の全て（分科会の設置なし）

新潟 ○ ○ × × － － × × × × × ×

静岡 ○ ○ × × － － － － × × × ×

浜松 × × × × － － × × × × × ×

名古屋 ○ ○ × × － － － － × × × ×

京都 × ○ × × ○ ○ ○ ○ ○
一部※

○
一部※

× ×
予算・決算特委等は市長総括質疑のみ
※一部とは「職員の不祥事に関する調査特別委員会」

大阪 × ○ × × － － × × × × × ×

堺 × × × × × × × × × × × ×

神戸 　×※ 　×※ × × × × × × × × × × ※平成19年９月定例会から本会議放映予定（ライブ・録画）

広島 ○ ○ × × × × × × × × × ×

北九州 × × × × × × × × × × × ×

福岡 　×※ 　×※ × × × × × × × × × × ※平成19年９月定例会から本会議放映予定（ライブ・録画）

放映内容等

予算・決算
以外の

特別委員会

議会運営
委員会

本会議
決　算

特別委員会

本表は、ＨＰの確認及び過去の調査（一部聞き取り調査を含む）をもとに作成したものである。
なお、表中の「○」は実施していることを、「×」は実施していないことを、「－」は委員会の開催自体がないことを、それぞれ示す。

常任委員会
予　算

特別委員会



○　市民向けモニター放映の状況 平成19年７月18日作成　　資料９－２

放映内容等

札幌

仙台 予算・決算特委の全て（分科会の設置なし）

さいたま

千葉 予算・決算特委の本会議場での総会のみ（分科会は未放映）

川崎

横浜 常任委、特別委、議運のいずれも全て

新潟

静岡

浜松

名古屋

京都
常任委、特別委の全て（録画は特別委の市長総括質疑のみ）
※一部とは「職員の不祥事に関する調査特別委員会」

大阪 常任委、特別委（予算特委を除く）のいずれも全て

堺

神戸

広島

北九州

福岡

× ×

× × × × ×

×
本庁舎

各区役所
市民センター　等

本庁舎

市会棟

×

市会モニター視聴室
本会議
に同じ

本庁舎
堺区役所

×

×

×

－

本庁舎

× ×

× ×

－ 本庁舎

× ×

×

市会棟 市会棟

× ×

－ ×

×

××××

本会議 常任委員会
予　算

特別委員会
決　算

特別委員会

予算・決算
以外の

特別委員会

議会運営
委員会

傍聴者ロビー
各区役所

×

本庁舎
各区役所

大通証明サービスコーナー
大通ふれあい広場

地下鉄さっぽろ駅コンコース

×

本庁舎
各区役所

宮城総合支所
秋保総合支所

青葉区中央市民センター

×

本会議
に同じ

本会議
に同じ

本庁舎
各区役所

成東保健福祉センター

中央区役所

×

× ×

本庁舎
傍聴ロビー
各区役所

×

×

×

× × ×

××××

×

× ×

× × × ×

本庁舎

×－

× ×

本会議
に同じ

本会議
に同じ

×

×

市会棟
各区役所

× ×× －

本会議
に同じ

本会議
に同じ

×

× × － ×

本表は、ＨＰの確認及び過去の調査（一部聞き取り調査を含む）をもとに作成したものである。
なお、実施している場合は放映場所を、実施していない場合は「×」を、委員会の開催自体がない場合は「－」を、それぞれ記載している。

市会モニター視聴室
各区役所・支所（録画）

予算等特委に
同じ　一部※

× × － －

×

×

本庁舎
議会棟

各区役所



10 協議事項 10「委員会記録の発言者名掲載の見直し」 
 
（１）第１次議会活性化推進会議の最終報告（協議事項「通告制をとる特別委員会の

記録への発言者名掲載」について） 

 

 

開かれた議会という観点から，通告制をとる特別委員会の記録については，平成

18年第１回定例会における条例予算特別委員会総会の記録から，委員名及び理事者

の職名を掲載することが適当であるとの認識で一致した。  

なお，理事者の氏名の掲載については結論を得るに至らなかった。 
 

 
 

（２）政令市の状況 
→資料 10－１のとおり 



委員会記録における発言者名の掲載状況（政令市） 資料１０-１

[平成19年７月現在]

区分 記録方法
発言者
の表示

表示内容

札 幌 市 逐語 ○ 委員名及び理事者の氏名・職名

仙 台 市 逐語 ○ 委員名と理事者については職名のみ

さ い た ま 市
逐語

※録音データからの反訳
○ 委員名と理事者については職名のみ

千 葉 市 逐語 ○

予算・決算等全員構成の特委の総会記録：
　　　　　委員名及び理事者の氏名・職名
常委、上記以外の特委、議運：
         委員名と理事者については職名のみ

川 崎 市 摘録 ○ 委員名及び理事者の氏名・職名

横 浜 市
逐語（速記法）

※議運はテープ反訳
○ 委員名及び理事者の氏名・職名

新 潟 市
逐語

※テープ反訳
○ 委員名及び理事者の氏名・職名

静 岡 市 逐語 ○ 委員名及び理事者の氏名・職名

浜 松 市 要点 ○ 委員名と理事者については職名のみ

名 古 屋 市 逐語 ○ 委員名及び理事者の氏名・職名

京 都 市 逐語 ○ 委員名及び理事者の氏名・職名

大 阪 市 逐語（速記） ○ 委員名及び理事者の氏名・職名

堺 市 逐語 ○ 委員名及び理事者の氏名・職名

神 戸 市
逐語

※テープ反訳
※議運は要点

○ 委員名及び理事者の氏名・職名

広 島 市
　　　        要点
※実態は全文に限りなく近い

○ 委員名及び理事者の氏名・職名

北 九 州 市
常委、特委：概要及びＭＤ録音
議運：要点
※予算・決算特委の市長質疑のみ逐語

○ 委員名と理事者については職名のみ

福 岡 市 要点 △
予算・決算等全員構成の特委の総会記録：
          委員名と理事者については職名のみ
常委、上記以外の特委、議運：掲載していない



11 協議事項 11「会議出席費用弁償の廃止を含めた見直し」 
 
（１）会議出席費用弁償について 
  →資料 11－１のとおり 
 
（２）第１次議会活性化推進会議の最終報告（協議事項「政務調査費，個人出張，海

外出張，委員会出張，費用弁償などの在り方」について） 
 

 

○会議出席費用弁償の減額について  

いわゆる会議出席費用弁償については，地方自治法第203条などに基づき，議

員一人当たり日額１万2,000円（正副議長が公用車を使用した場合には，その半

額）が支給されていたところであるが，近年では，厳しい財政状況などを背景

に，全国的にも減額や廃止の傾向が見られるところである。会議出席費用弁償の

根本的な在り方の見直しについてはなお慎重に検討すべき点もあるが，少なくと

も，１万2,000円という日額については，他の政令市と比較しても高額であるた

め，18年度からこれを減額することが適当であるとの認識で一致した。また，そ

の額については，差し当たって福岡県議会の市内居住議員と同額の１万円とする

のが妥当であるとの意見が大勢であったが，最終的には代表者会議で協議・決定

されることが適当であるとの認識で一致した。  

 
（備考）上記の報告を受け，代表者会議において平成 18 年度から 1 万円（正副議長が公用車

を使用した場合には，その半額）への減額を決定し，実施している。 
 
 
（３）政令市の状況 

→資料 11－２のとおり 
 
 



- 1 -

資料11－１

会議出席費用弁償について

１ 支給要件

地方自治法上、議員は職務を行うため要する費用の弁償を受けることがで

き、その額及び支給方法は条例で定めなければならないとされている。本市

においては、条例で議員が、本会議、常任委員会、議会運営委員会及び特別

委員会に出席した場合は、職務を行うに必要な経費を支給することとしてい

る。

２ 支給根拠

・地方自治法第２０３条第３項

・福岡市特別職職員等の報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例第５条の

２

３ 金額

日額１０，０００円 ただし、正副議長が公用車を使用した場合はその半

額。

４ 費用弁償の構成

旅費における日当を準用すると、割合としては交通費 、食事代、通信1/2
費その他の日当的な経費 で構成される。1/2



各政令市の状況 資料11-2
平成１９．４月現在（単位：千円）

議　長 副議長 委員長 副委員長 委　員 備　　　　考

札 幌 市 現 行 12.5 H04.12.01 1,040 950 860 H04.12.01 400 H06.04.01

(S47.04.01) 改定前 11.0 S63.10.01 930 850 760 S63.10.01 350 H04.01.01

仙 台 市 現 行 10.0 H03.01.01 1,020 910 840 H18.04.01 380 H08.04.01

(H01.04.01) 改定前 5.0 S53.04.01 1,030 920 850 H08.10.01 350 H07.04.01

さいたま市 現 行 廃止 H19.04.01 1,030 920 850 H16.07.01 340 H16.07.01

(H15.04.01) 改定前 5.0 H13.05.01 728 664 621 H15.04.01 200 H13.05.01

千 葉 市 現 行 8.0 H05.04.01 930 840 770 H18.07.01 300 H07.04.01

(H04.04.01) 改定前 5.0 S56.04.01 980 880 810 H08.01.01 270 H06.04.01

※ H19.04.01

川 崎 市 現 行 7.0 S59.10.11 1,030 920 830 H19.04.01 450 H09.04.01

(S47.04.01) 改定前 5.0 S51.11.01 1,080 960 870 H09.01.01 350 H04.04.01

横 浜 市 現 行 廃止 H19.04.01 1,200 1,080 1,000 990 970 H07.12.01 550 H08.04.01

(S31.09.01) 改定前 10.0 H18.04.01 1,120 1,010 930 920 900 H03.12.01 450 H04.04.01

新 潟 市 現 行 5.0 S54.07.13 778 700 653 H18.04.01 150 H11.04.01

(H19.04.01) 改定前 3.0 S51.04.01 782 704 656 (H16.04.01) 120 H08.04.01
　　（旧 新潟市）

静 岡 市 現 行 H18.04.01 824 735 663 H15.04.01 250 H18.04.01

(H17.04.01) 改定前 H15.04.01 (824) (735) (663) (H08.01.01) 150 H15.04.01

　　（旧 静岡市） 　 (別途加算あり）

浜 松 市 現 行 廃止 H19.04.01 803 717 648 H15.01.01 150 H19.04.01

(H19.04.01) 改定前 5.0 H13.04.01 (824) (735) (665) (H09.02.01) 180 H13.04.01
　　（旧 浜松市）

名 古 屋 市 現 行 10.0 H15.04.01 1,225 1,078 990 H18.04.01 550 H08.04.01

(S31.09.01) 改定前 15.0 H03.04.01 1,250 1,100 1,010 H09.07.01 500 H07.04.01

京 都 市 現 行 10.0 H17.04.01 1,120 1,030 960 H08.07.01 540 ※ H13.04.01

(S31.09.01) 改定前 11.0 H01.04.01 1,050 960 890 H03.12.01 540 H08.08.01

※ H18.04.01

大 阪 市 現 行 廃止 H18.04.01 1,260 1,120 1,060 1,040 1,020 H18.01.01 600 H13.04.01

(S31.09.01) 改定前 10.0 H17.04.01 1,300 1,150 1,090 1,070 1,050 H08.09.01 550 H04.04.01

堺 市 現 行 廃止 H16.03.31 900 850 800 790 780 H18.04.01 300 H08.04.01

(H18.04.01) 改定前 10.0 H12.04.01 800 750 700 690 680 (H06.10.01) 200 H02.10.01
　　（旧 堺市）

神 戸 市 現 行 H04.05.01 1,140 1,040 960 945 930 H04.05.01 380 ※ H05.10.01

(S31.09.01) 改定前 S61.05.01 1,010 920 850 835 820 S63.09.01 380 H02.01.01

広 島 市 現 行 11.0 H06.04.01 1,060 930 860 H08.01.01 340 H04.04.01

(S55.04.01) 改定前 9.0 S61.04.01 1,030 910 840 H06.04.01 280 H01.04.01

※ H19.04.01

北 九 州 市 現 行 H18.04.01 1,090 980 880 H06.04.01 380 H13.04.01

(S38.04.01) 改定前 H04.04.01 960 860 770 H02.04.01 360 H05.04.01

福 岡 市 現 行 10.0 H18.04.01 1,060 970 880 H06.04.01 350 ※ H16.04.01

(S47.04.01) 改定前 12.0 H09.04.01 930 850 770 H02.04.01 350 H04.04.01

福 岡 県 現 行 H09.04.01 1,110 980 925.6 907.8 890 H05.04.01 500 ※ H13.04.01

改定前 990 870 821.6 805.8 790 H02.04.01

全ての支払証拠書類を
添付

※１件５万円以上の領収
　 書等の写しを添付

　※改選後に領収添付に
　　 向け検討予定

１人当 改定年月日

１件５万円以上の領収書
等の写しを添付

　全ての領収書(写)の添付
　で実施予定(時期は未定)

１件５万円以上の領収書
等の写しを添付

 （人件費を除く）

(特例措置)
正副議長･議員

　　　△ ３％
（H18.4～H19.3）

無

無

(特例措置)
議　長  △１０％
副議長  △  ７％
議　員   △  ５％
　(H16.7～H19.4)

※議員 ４００千円
 　会派 １４０千円へ変更
１件５万円以上の
領収書等の写しを添付
(人件費,事務所費を除く)

 議運委員長
  　　　　　８１０千円

 議運副委員長
  　　　　　８００千円

  3㎞ 未満     8千円
  3㎞～ 6㎞　  9千円
  6㎞～10㎞　 10千円
 10㎞～14㎞　 12千円
 14㎞～18㎞　 13千円
 18㎞ 以上　  14千円

加算あり
３４０千円×政務調査員数
 所属議員 ５～１４人 １人
    　　  １５人以上 ２人

※交付対象の選択制
「会派」→ 会派６００千円
「会派及び議員」→会派１００千円,議員
５００千円
「議員」→議員５００千円
※ １件５万円以上の
 領収書等の写しを添付

無

（特例措置）
 それぞれ △５％
   (H15.1～H18.3)

※「会派」又は「会派及び
　個人」を選択
「会派」→ ３５０千円
「会派及び個人」→
 会派９０千円,個人２６０千円
 １件５万円以上の
 領収書等の写しを添付

加算あり 151.2～156.5千円
　　　　 　    × 会派職員数
 所属議員 3～ 6人  1人
　　   　 7～12人  2人
　　　　 13～18人  3人
　　　　 19人以上  4人
 H18.4月分～１件５万円以上の
 領収書等の写しを添付
（人件費,事務所費,会派職員
　雇用費を除く）

  3㎞ 未満     7千円
  3㎞～11㎞　  8千円
 11㎞ 以上　  10千円
※正副議長が公用車等を往
復使用した場合、日額の1/2
を支給。
※駐車証受領者は、日額から
一律１,０００円減額

※正副議長が公
用車等を使用した
場合、日額の1/2
を支給。

※Ｈ19年度 交付分より
　 １件５万円以上の領収
    書等の写しを添付

報　　　　　　　　　　　　酬

　一部見直しの動きがある
　ものの未定

備　　考

政　　務　　調　　査　　費

無

実費相当分を支給
（公共交通機関利用分のみ）

住所地により
3,000円，4,000円，5,000円

無

（特例措置）
 それぞれ △５％
   (H13.4～H19.3)

 　　19年度に領収書添付
 　 等の見直しに向けての
 　　動きがあり

全ての支払証拠書類を
添付

全ての支払証拠書類を
添付

区　　　　分

(指定都市施行日） 改定年月日

常任委員会委員長
 　議員報酬×4/100

常任委員会副委員長
 　議員報酬×2/100

居住地区分による段階制
　福岡市内 　 10千円
　久留米市等  14千円
　北九州市等  17千円
　行橋市等    20千円

会 議 出 席 費 用 弁 償

　日　額　　（単位：千円） 改定年月日

※10千円に減額
 (H17.4.1～
     　 　H23.5.1)

（特例措置）
次期一般選挙までは，
（改正前報酬を）現給

保障



12 協議事項 12「交渉会派・非交渉会派の在り方の見直し」 
 

（１）第１次議会活性化推進会議における意見や提案 

 
 
・交渉会派・非交渉会派の取扱いについて，他の政令市の状況なども参考に見直し

てはどうか。 
 

 
 

（２）政令市の状況 
→資料 12－１のとおり 



＜政令市の交渉団体＞ 資料１２-１

区　　分 比率

札 幌 市 3 人 （議会運営委員会に関する申し合わせによる） 68 人 4.4%

仙 台 市 5 人 （議会運営委員会決定事項による） 60 人 8.3%

さ い た ま 市 5 人 （市議会申し合わせによる） 64 人 7.8%

千 葉 市 4 人 （先例による） 54 人 7.4%

川 崎 市 3 人 （議会運営委員会の申し合わせによる） 63 人 4.8%

横 浜 市 5 人 （市会運営委員会申し合わせ・確認事項による） 92 人 5.4%

新 潟 市 4 人 （議会運営委員会に関する申し合わせによる） 56 人 7.1%

静 岡 市 4 人 （市議会の運営等に関する規約による） 53 人 7.5%

浜 松 市 4 人 （議会運営委員会規定による） 54 人 7.4%

名 古 屋 市 5 人 （議会運営委員会運用要綱による） 75 人 6.7%

京 都 市 5 人 （市会運営委員会要綱による） 69 人 7.2%

大 阪 市 5 人 （市会運営委員会設置要綱による） 89 人 5.6%

堺 市 3 人 （委員会条例及び議会運営委員会要綱の規定による） 52 人 5.8%

神 戸 市 5 人 （市会運営委員会規約による） 69 人 7.2%

広 島 市 3 人 （議会運営委員会の運営等に関する申し合わせによる） 55 人 5.5%

北 九 州 市 5 人 （先例による） 64 人 7.8%

福 岡 市 4 人 （議会運営委員会に関する申し合わせによる） 63 人 6.3%

交渉団体の基準（根拠） 議員定数

【平成19年７月現在】



13 協議事項 13「議決事件の拡大」 
 
（１）第１次議会活性化推進会議における意見や提案 
 
 

・行政監視機能の強化という観点から，地方自治法第 96 条第２項に基づく議決事
件の拡大を検討してはどうか。例えば地方公営企業等の契約が議会に上がってこ
ないことや，議決事件となる工事請負契約の金額が，本市では政令の基準である
３億円ではなく条例で５億円となっていることなどについて，研究・検討しては
どうか。 

 

 
（２）政令市の状況 

→条例の制定状況：資料 13－１のとおり 
→地方公営企業の契約への関与：資料 13－２のとおり 
→議会の議決に付す契約等：資料 13－３のとおり 

 



資料１３-１

＜政令市における地方自治法第９６条第２項に基づく条例の制定状況＞

【平成19年７月現在】

区　　分 条例の制定状況 内容（議決事件）

札 幌 市 札幌市議会の議決すべき事件に関する条例 電力報償契約の締結又は解除

仙 台 市 仙台市議会の議決事件に関する条例

１．次に掲げるものの策定、変更又は廃止
　イ　仙台市基本計画
　ロ　仙台市環境基本計画
２．姉妹・友好都市の提携

さいたま市名誉市民条例 名誉市民の選定

さいたま市議会資産等公開審査会条例 審査会委員の委嘱

千 葉 市 千葉市名誉市民条例 名誉市民の決定

川崎市土地利用審査会条例 審査会委員の委嘱

川崎市消費者の利益の擁護及び増進に関する条例 委員会委員の委嘱

川崎市情報公開条例 審査会委員の委嘱

川崎市市民オンブズマン条例 市民オンブズマンの委嘱又は解嘱

川崎市資産公開等審査会条例 審査会委員の委嘱

川崎市人権オンブズパーソン条例 人権オンブズパーソンの委嘱又は解嘱

川崎市名誉市民条例 名誉市民の選定

横 浜 市
地方自治法第96条第２項の規定による議会の議決すべ
き事件に関する条例

１．人事委員会の喚問する証人の費用弁償
２．長期にわたる重要事業の計画決定（※）

新 潟 市 新潟市議会の議決に付すべき事件に関する条例
１．基本計画の策定、変更又は廃止
２．姉妹都市又は友好都市の提携又は解消

静 岡 市 なし －

浜 松 市 なし －

議決事件指定条例
愛知県及び名古屋港管理組合と締結する職員の身分、財産
等に関する協定

名古屋市名誉市民条例 名誉市民の選定

京 都 市 京都市会の議決に付すべき事件等に関する条例
１．基本計画の策定、変更又は廃止
２．姉妹都市盟約の締結

大 阪 市 名誉市民条例 名誉市民の選定

堺 市 なし －

神戸市政の透明化の推進及び公正な職務執行の確保に
関する条例

審議会委員の委嘱

神戸市名誉市民条例 名誉市民の選定

地方自治法第９６条第２項の規定による議会の議決す
べき事件に関する条例

広島市基本計画の決定、変更又は廃止

広島市名誉市民条例 名誉市民の選定

特別職の職員の給与に関する条例 市長及び副市長の退職手当の減額又は不支給

広島市営土地改良事業の経費の賦課徴収に関する条例
１．賦課基準並びに徴収の時期及び方法の決定又は変更
２．徴収の延期又は減免

広島市墓地及び納骨堂条例 名誉霊域の使用

北 九 州 市 なし －

地方自治法第96条第2項の規定による議会の議決すべき
事件に関する条例

１．地方自治法第221条第3項の法人に対する出資及び市が
　出資することにより当該法人が同法同条同項の法人とな
　る当該出資に関すること
２．公有水面の埋立てをする権利を譲り渡し、又は譲り受
　けること

福岡市市行政に係る重要な計画の議決等に関する条例 基本計画の策定、変更又は廃止

福岡市特別職職員等退職手当支給条例 特別職の退職手当の額の減額

福岡市公園条例 公園の区域の全部又は一部の廃止

福岡市名誉市民条例 名誉市民の選定

福岡市長の政治倫理に関する条例 審査会委員の選任

　※横浜市の条例は、制定当初は下水道整備計画などを議決事件としていたが、近年では議決した事例がない（基本計画等
　の策定は議決事件ではない）。

広 島 市

福 岡 市

さ い た ま 市

川 崎 市

名 古 屋 市

神 戸 市



資料１３-２
＜地方公営企業の契約に対して議会が関与している政令市＞

【平成19年７月現在】

区　　分
　　　   　地方公営企業の業務に関する契約の締結並びに財産の取得、管理及び処分
　　   　　についての議会のチェック機能強化のための対策

川 崎 市

　水道事業及び工業用水道事業の設置等に関する条例、交通事業の設置等に関する条
例、病院事業の設置等に関する条例、及び、下水道事業の設置等に関する条例におい
て、各事業等の業務に関し、法第40条第2項の規定により議会の議決を要するものを、
次の各号のとおり規定。
(1)負担附きの寄附又は贈与の受領でその金額又はその目的物の価額が1件1,000,000円
　 をこえるもの
(2)市がその当事者である審査請求その他の不服申し立て、訴えの提起、和解、あっせ
   ん、調停及び仲裁でその目的物の価額が1件1,000,000円をこえるもの
(3)交通事故等により、法律上その義務に属する損害賠償の額の決定で、当該決定に係
   る金額が自動車損害賠償保障法に定める保険金最高限度額をこえるもの

新 潟 市

　下水道事業会計について、２億２千万円以上の契約案件については、契約前の段階
で議会の意見を聞くこととし、建設工事等６千万円以上の契約案件については、契約
締結後の最初の議会で報告。
　なお、水道事業会計については、報告等は行っていない。

福 岡 市
　地方公営企業が締結する契約のうち、市の契約で議決対象となる工事又は製造の請
負契約（５億円以上）については、所管する常任委員会で報告を受けている。



資料13-3

<議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に係る費用（政令市）＞

【平成19年７月現在】

区　　分 契約（工事・製造の請負の額） 財産の取得・処分（財産の額）※

政 令 の 基 準
(自治法施行令第121条の２）

３億円以上 ４千万円以上

札 幌 市 ５億円以上 ８千万円以上

仙 台 市 ５億円以上 ８千万円以上

さ い た ま 市 ３億円以上 ８千万円以上

千 葉 市 ３億円以上 ８千万円以上

川 崎 市 ６億円以上 ８千万円以上

横 浜 市 ６億円以上 １億円以上

新 潟 市 ３億円以上 ４千万円以上

静 岡 市 ３億円以上 ８千万円以上

浜 松 市 ３億円以上 ４千万円以上

名 古 屋 市 ６億円以上

　不動産・動産
　　　　８千万円以上
　不動産の信託の受益権
　　　　４千万円以上

京 都 市 ４億円以上 ８千万円以上

大 阪 市 ６億円以上 ７千万円以上

堺 市 ３億円以上 ８千万円以上

神 戸 市 ５億円以上 ８千万円以上

広 島 市 ５億円以上 ８千万円以上

北 九 州 市 ５億円以上 ８千万円以上

福 岡 市 ５億円以上 ６千万円以上
※財産の取得・処分の種類は次のとおり。

  ②不動産の信託の受益権の買入れ・売払い

  ①不動産・動産の買入れ・売払い（土地については、札幌市にあっては１件
    １万５千㎡以上、横浜市及び大阪市にあっては１件 ２万㎡以上、その他の
    政令市にあっては１件 １万㎡以上のものに係るものに限る。）



(指定都市施行日）

12.5 H04.12.01
(S47.04.01)

10.0 H03.01.01

(H01.04.01)

5.0 S54.07.13
(H19.04.01)

H19.04.01
(H15.04.01)

8.0 H05.04.01

(H04.04.01)

7.0 S59.10.11

(S47.04.01)

H19.04.01
(S31.09.01)

H18.04.01

(H17.04.01)

H19.04.01
(H19.04.01)

10.0 H15.04.01
(S31.09.01)

10.0 H17.04.01
(S31.09.01)

H18.04.01

(S31.09.01)

H16.03.31
(H18.04.01)

H04.05.01

(S31.09.01)

11.0 H06.04.01

(S55.04.01)

H18.04.01

(S38.04.01)

10.0 H18.04.01

(S47.04.01)

区　分

○

議会改革会議で8月末までに答申、幹事長会議
にて決定予定
試案は距離制（8㎞以内は3千円、8㎞以上は6千
円）

福 岡 市

広 島 市

北 九 州 市

川 崎 市

横 浜 市

浜 松 市

静 岡 市

堺 市

神 戸 市

名 古 屋 市

京 都 市

大 阪 市

○ 平成16年度より廃止

  3㎞ 未満     8千円
  3㎞～ 6㎞　  9千円
  6㎞～10㎞　 10千円
 10㎞～14㎞　 12千円
 14㎞～18㎞　 13千円
 18㎞ 以上　  14千円

○ 距離制で見直し検討予定

無

○ 平成19年度より廃止

  3㎞ 未満     7千円
  3㎞～11㎞　  8千円
 11㎞ 以上　  10千円
※正副議長が公用車等を往復使用し
た場合、日額の1/2を支給。
※駐車章受領者は、日額から一律１,０
００円減額

※正副議長が公用車等を
使用した場合、日額の1/2
を支給。

× －

× －

○ 平成18年度より廃止

　　　　政令市会議出席費用弁償の見直し状況調

見直し内容等

無

　日　額　　（単位：千円）

○ 見直し検討予定

○

仙 台 市

新 潟 市

さ い た ま 市

無

無

札 幌 市

○
平成19年7月幹事長会議で議長試案（廃止また
は実費支給）を提示。
実費支給は公共交通機関または車賃30円/キロ

○
平成19年７月の団長会議で9月議会を目途に実
費支給することを決定(支給内容は8月末に協議
決定／議長試案は公共交通機関）

千 葉 市

平成19年度より廃止

○

見直し検討状況

※10千円に減額
 (H17.4.1～H23.5.1)

改定年月日

実費相当分を支給
（公共交通機関利用分のみ）

無平成19年度より廃止

○
平成19年7月「議会改革検討会議で「廃止」を決
定（時期は未定)

× －

○ 平成18年度より実費支給（公共交通機関の場合）

平成19年7月現在

× －

○ 見直し検討予定

区　　　　分 現　　　行

見直し中の都市見直しを行った都市（（　）内は実施年度）

さいたま（19）、横浜（19）、浜松（19）、大阪（18）、堺（16）、札幌（予定）

静岡（18）、川崎（予定）

北九州

見直し予定のない都市

廃止

距離制

千葉、広島

千葉

神戸

実費支給

未　定 新潟

仙台、京都、名
古屋

定額（一律）
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